
長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱 対照表

改   正 現   行

長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱

制定 平成２２年 ７月 １日

                        ２２農地活第１１７号

改正 平成２４年 ４月１９日

                        ２４農地活第  ６号

改正 平成２５年 ４月 １日

                        ２５農地活第  ７号

改正 平成２６年 ４月 １日

                        ２６農地活第 １５号

改正 平成２８年 １月 ４日

                         ２８農地活第４５号

改正 平成２８年 ４月 １日

                        ２８農地活第１７９号

改正 平成２９年 ５月３０日

                        ２９農地活第 ５８号

改正 令和３年  ４月 １日

                         ３農営第 ４６号

改正 令和３年  ５月 ６日

３農営第 １０４号

改正 令和３年  ８月２４日

３農営第 １９４号

改正 令和４年  ４月 １日

４農営第  １２号

改正 令和５年  ６月 １日

５農営第  ２０号

長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱

制定 平成２２年 ７月 １日

                         ２２農地活第１１７号

改正 平成２４年 ４月１９日

                         ２４農地活第  ６号

改正 平成２５年 ４月 １日

                         ２５農地活第  ７号

改正 平成２６年 ４月 １日

                         ２６農地活第 １５号

改正 平成２８年 １月 ４日

                         ２８農地活第４５号

改正 平成２８年 ４月 １日

                         ２８農地活第１７９号

改正 平成２９年 ５月３０日

                         ２９農地活第 ５８号

改正 令和３年  ４月 １日

                         ３農営第 ４６号

改正 令和３年  ５月 ６日

３農営第 １０４号

改正 令和３年  ８月２４日

３農営第 １９４号

改正 令和４年  ４月 １日

４農営第  １２号



長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱 対照表

第１条 県は、利用可能な荒廃農地の再生を図るため、長崎県農地集積・集約化総

合整備事業実施要領（令和３年４月１日付け３農営第47号）及び農山漁村振興交

付金（最適土地利用総合対策）実施要領（令和５年４月１日付け４農振第3520号

農林水産省農村振興局長通知）に基づき、別表１の１の事業については長崎県担

い手育成総合支援協議会、別表１の２の事業については市町に対し、予算の定め

るところにより、長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則

（昭和40年長崎県規則第16号。以下「規則」という。）及び長崎県農林部関係

補助金等交付要綱（平成19年３月30日長崎県告示第460号の12）に定めるもの

のほか、この要綱の定めるところによる。

第２条 （略）

第３条 規則第４条の規定により交付申請書（様式第１号）に添付すべき関係書類

は、次のとおりとする

第４条～第６条 （略）

第７条 規則第 11 条第１項の規定による報告は、交付事業に係る年度の第２四半

期及び第３四半期（最適土地利用整備事業にあっては第３四半期）の末日現在に

おいて、事業遂行状況報告書(様式第６号)を作成し、当該四半期の最終月の翌月

15日までに提出するものとする。

第８条～第１２条 （略）

第１条 県は、利用可能な荒廃農地の再生を図るため、長崎県農地集積・集約化総合

整備事業実施要領（令和３年４月１日付け３農営第47 号）及び農山漁村振興交付金

（最適土地利用対策）実施要領（令和３年４月１日付け２農振第3722 号農林水産省

農村振興局長通知）に基づき、別表１の１の事業については長崎県担い手育成総合支

援協議会、別表１の２の事業については市町に対し、予算の定めるところにより、長

崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第

16号。以下「規則」という。）及び長崎県農林部関係補助金等交付要綱（平成19年３

月30日長崎県告示第460号の12）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。

第２条 （略）

第３条 規則第４条の規定により申請書（様式第１号）に添付すべき書類は、次のと

おりとする。

第４条～第６条 （略）

第７条 規則第11条第１項の規定による報告は、交付事業に係る年度の各四半期（交

付決定のあった日の属する四半期及び第４・四半期を除く。）の末日現在において、

事業遂行状況報告書(様式第６号)を作成し、当該四半期の最終月の翌月15 日までに

提出するものとする。

第８条～第１２条 （略）



長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱 対照表

   附 則

この要綱の制定に伴い、長崎県耕作放棄地解消５ヵ年計画実践事業費補助

金実施要綱は廃止する。

この要綱は、平成２２年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２４年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２５年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２６年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２７年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２８年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２９年度の予算から適用する。

この要綱は、令和 ３年度の予算から適用する。

この要綱は、令和 ４年度の予算から適用する。

この要綱は、令和 ５年度の予算から適用する。

   附 則

この要綱の制定に伴い、長崎県耕作放棄地解消５ヵ年計画実践事業費補助

金実施要綱は廃止する。

この要綱は、平成２２年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２４年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２５年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２６年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２７年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２８年度の予算から適用する。

この要綱は、平成２９年度の予算から適用する。

この要綱は、令和  ３年度の予算から適用する。

この要綱は、令和 ４年度の予算から適用する。



長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱 対照表

別表１（第２条 ８条関係） 別表１（第２条 ８条関係）



長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱 対照表

欄外 （削除） 欄外（地域指定要件）
（１）特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律(平成５年法律第

72号)第２条第４項の規定に基づき公示された特定農山村地域
（２）山村振興法(昭和40年法律第64号)第７条第１項の規定に基づき指定された振興山村
（３）過疎地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第19号）第２条第１項

（同法第43条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規定する過疎地域（同法第３条第１項
若しくは第２項（これらの規定を同法第43条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第41条
第１項若しくは第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含む。）、第42条又は第44条第４項の
規定により過疎地域とみなされる区域を含み、令和３年度から令和８年度までの間に限り、同法附則第
５条に規定する特定市町村（同法附則第６条第１項、第７条第１項及び第８条第１項の規定により特定
市町村の区域とみなされる区域を含む。）を、令和３年度から令和９年度までの間に限り、同法附則第
５条に規定する特別特定市町村（同法附則第６条第２項、第７条第２項及び第８条第２項の規定により
特別特定市町村の区域とみなされる区域を含む。）を含む。）

（４）半島振興法(昭和60年法律第63号)第２条第１項の規定に基づき指定された半島振興対策実施地域
（５）離島振興法(昭和28年法律第72号)第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策実施地域



長崎県農地集積・集約化総合整備事業費補助金交付要綱 対照表

様式１号～11号 （略）

（６）棚田地域振興法（令和元年法律第42 号）第７条第１項の規定に基づき指定された指定棚田地域
（７）旧急傾斜地帯農業振興臨時措置法（昭和27年法律第135号）第３条第１項の規定に基づき指定され

た急傾斜地帯又は受益地域内の平均傾斜度が15度以上の地域（水田地帯を除く。）

様式１号～11号 （略）


